
錬成費の支給が労使双方の規範意識によって支えられていたとはいえず、法的効力のある労使慣行が成立していたとは認められない
（中日新聞社事件　東京地裁　令5.8.28判決）
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●配転後、賞与の査定結果が従前に比べ低くなった場合、裁量権の逸脱となるか
●定額支給の宿泊費を実費精算に変更することは、労働条件の不利益変更に当たるか
●管理職からの副業の申し出に当たり、一般社員よりも厳格な要件を設けることは問題か
●副業を奨励する際、社員が副業詐欺の被害に遭わないようにする上で、どのような取り組みが有効か
●顧客先への納入品を破損させ、取引解消となった場合、当該従業員に損害賠償を請求することはできるか
●過半数代表者が36協定の締結を拒否した場合、どう対応すべきか
●いわゆる「年収の壁」への対応策における留意点
●取引先との会食で大量に飲酒し、宿泊ホテルにおいて転倒事故を起こした場合、労災となるか
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